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１ 下水道使用料算定の基本的考え方の改訂

令和６年度 令和７年度～ 令和８年度末 ※予定

計画 検討 公表

課題整理

アンケート結果（本会
会員HPで公表）を参考
に、課題や要望内容を
整理

委員会開催 発刊

国や使用料改定実績の
ある団体、学識経験者、
公認会計士等で審議
（本会会員HPで公表）

積極的に周知＋講演を
実施

昨今の下水道経営の状況を踏まえた改訂を実施
〇物価変動、資機材高騰に応じた使用料改定の検討
〇持続可能な事業運営のための使用料設定
〇資産維持費の算定手法
〇より具体な解説、留意事項の記載

参考：第１回下水道使用料調査専門委員会の様子 2



第1回委員会の議論 アンケート調査実施 集計結果を公表予定
※令和7年度末迄に提供

概
要

実 施 日：令和７年11月20日～令和７年12月17日
調査対象：下水道使用料を設定している一部事務組合等も含めた

全事業者
回答結果：対象団体数1,424団体、回答数1,193団体、回答率84%
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平成31年4月以降に改定を実施,

337 団体, 28%

改定内容が決定済（施行前）,

49 団体, 4%

改定に向けて検

討又は作業中,

462 団体, 39%

平成31年3月以前に改定、

令和12年度末まで改定予定

無, 263 団体, 22%

過去一度も改定を行っておらず、

今後も改定を行う予定無, 82 団体, 7%

アンケート調査結果①

N=1,193

 下水道使用料改定の実施状況について

800団体以上が
使用料改定に着手
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上下水道ともに同じ部署で

実施（異なる職員が担当）,

523 団体, 44%

上下水道ともに同じ部署で

実施（同じ職員が担当）,

284 団体, 24%

組織が異なるため、

別の部署で実施,

228 団体, 19%

水道事業がないため、該当なし,

158 団体, 13%

アンケート調査結果②

 水道料金改定と下水道使用料改定の執行体制 ※同じ部署とは、「局・部・課など同一組織」として調査

約７割が同じ部署
で実施N=1,193
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１ 下水道使用料算定の基本的考え方の改訂

改訂にあたっての方針

第１回委員会 位置付け 構成
記載内容の
充実

審議結果を反映 ・下水道使用料
算定要領として
位置付け

・水道事業と
整合を図る
・水道事業との
相違点を明確化

・算定方法の解説
（資産維持費も含む）
・留意事項等の
明示

※委員会の詳細は、本会会員HPを参照
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下水道協会の経営に関する主な取組

①下水道使用料算定の基本的考え方

平成29年3月発刊適正な使用料算定を支援

③下水道経営ハンドブック

令和７年7月発刊 下水道経営の在り方の指針

使用料改定
ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝｿﾌﾄ

2 下水道協会が実施する支援内容

②下水道使用改定シミュレーションソフト

令和5年10月公表 使用料改定を支援

④徴収事務の手引き（使用料、負担金）

令和3年4月発刊 適切な徴収事務を支援

⑤広域化・共同化の好事例集

本会会員専用HPで掲載中

⑥接続促進の好事例集

本会会員専用HPで掲載中
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その他の支援内容

会員相談サービス
・本会HPからお問合せください

講習会の開催、講師の派遣
・令和8年度も経営に関する講習等実施予定
（使用料改定、消費税申告、広報セミナー等）
・アドバイザー制度も順次受付中(本会HP参照)

官民連携の調査研究
・「下水道事業におけるモニタリング機関のあり方」
の報告書を公表（R7.2月）
・モニタリング機関の具体化に向けた検討を実施

協会職員による相談窓口

公認会計士による
経営相談

弁護士による
法律相談
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